（様式第１号）

令和５年　月　日
茨城県知事　殿
茨城県養殖参入支援事業企画書
１　事業主体等について　※別添様式第１号付表「事業主体概要」を添付すること。
	事業主体名
	

	所在地
	〒　　　－　　　　　　　　　　　　　

茨城県○○○○　　

	代表者職氏名
	

	担当者職氏名
	

	連絡先
	電話番号：
メールアドレス：

	現在の職業
又は事業内容
	

	資本金
	円
	従業員数
	人

	補助対象の
区分
	（１）県内水産業者
□漁業者　□養殖業者　□水産加工業者　□仲買人　□その他（　　　）
（２）□県内水産業者を構成員に含むグループ
（３）水産業協同組合法第２条に掲げる水産業協同組合

　　　□漁業協同組合　□水産加工業協同組合　□その他（　　　）
（４）□県内水産業者と連携して新たに養殖に取り組む企業・法人等
→ 連携水産業者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
連携する取組：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業の区分
	□（１）これまで養殖事業を行っていなかった者が新たに実施する養殖事業
□（２）既存養殖事業者が新魚種で行う養殖事業
□（３）既存養殖事業者が既に営む養殖事業の魚種を変えずに規模を拡大する事業
□（４）商品価格の向上等を目指した蓄養事業
□（５）霞ヶ浦北浦において、テナガエビの養殖技術開発を行う事業

□（６）その他、県内における養殖事業の振興に資すると認められる事業。

	養殖・蓄養
魚種名
	

	養殖・蓄養
予定地
	※事業を実施する場所（海域、住所等）を記載


	事業費
	　　　　　　　　　　　　　　　円
	補助金の要望額
	円


２　事業について
（１）事業概要
※事業の内容（目的、方法、水槽容量（トン数）等）を簡潔に記載
（２）養殖・蓄養魚種
　※魚種の選定理由を記載
（３）ＩＣＴの活用について
　※活用の見込みがある場合は記載
（４）実施体制図

（５）養殖・蓄養を実施する場所
※確保済み、確保予定、未定が分かるように記載
※確保予定、未定の場合は、いつまでに・どうやって確保するのか、見通しを記載
（６）事業計画
※施設整備の時期、種苗投入時期等を具体的に記載。種苗投入時期が２年度目以後となる場合は、２年度目の投入時期を明記。
※必要に応じて事業計画を補助的に説明する別紙を添付
	１年度目
	４月
	

	
	５月
	

	
	６月
	

	
	７月
	

	
	８月
	

	
	９月
	

	
	10月
	

	
	11月
	

	
	12月
	

	
	１月
	

	
	２月
	

	
	３月
	

	２年度目
	

	３年度目
	

	４年度目
	

	５年度目
	


（７）事業費等　※項目等は必要に応じて適宜追加すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	事業費
	補助額
	自己負担額

	①養殖施設費
	
	
	

	　・建屋
	
	
	

	　・水槽、配管
	
	
	

	　・ポンプ
	
	
	

	　・水温調整機器
	
	
	

	　・ブロワー
	
	
	

	　・その他施設の整備、修繕
	
	
	

	②備品・消耗品費
	
	
	

	　・人工海水
	
	
	

	　・養殖資材、用具
	
	
	

	　・関連機器
	
	
	

	③種苗購入・確保費
	
	
	

	　・種苗購入費
	
	
	

	　・種苗運搬費
	
	
	

	　・傭船料、燃料費
	
	
	

	　・漁具の購入・修繕
	
	
	

	④養殖運営費
	
	
	

	　・光熱水費
	
	
	

	　・餌料費
	
	
	

	計
	
	
	


（８）自己負担の調達方法　
※該当するものに✓をいれる。補助金については事業名を明記
□自己資金　　　□借入　　　□補助金（　　　　　）　　□その他（　　　　　）
（９）養殖に係る収支計画　　　　　　　　　　　
	　　
	１年度目
	２年度目
	３年度目
	４年度目
	５年度目

	種苗導入数量（尾，ｋｇ）
	
	
	
	
	

	出荷量（kg）　 　（Ａ）
	
	
	
	
	

	単価（千円／kg） （Ｂ）
	
	
	
	
	

	出荷額（千円）   （Ｃ）（＝（Ａ）×（Ｂ））
	
	
	
	
	

	事業経費（千円） （Ｄ）
※補助対象経費以外も記載
	
	
	
	
	

	収支（千円）　　 （Ｅ）（＝（Ｃ）－（Ｄ））
	
	
	
	
	


（10）地域振興や産業の活性化の可能性
　※可能性がある場合は記載
（11）過去の生産実績（代表種を３つまで記載）

	
	①
	②
	③
	新規

（該当する場合は〇）

	年度
	
	
	
	

	養殖・蓄養種
	
	
	
	

	数量（kg）
	
	
	
	

	販売額（千円）
	
	
	
	

	水槽容量（トン）
	
	
	
	


（様式第１号付表（第２の１関係））

令和５年　月　日
茨城県知事　殿
事業主体概要
	事業主体名
	

	代表者
	氏名
	　

	
	主たる事務所又は住所
	〒　　　－　　　　　　　　　　　　　

茨城県○○○○　

	
	団体・企業等に
所属する場合
は、その名称
	


○「県内水産業者を構成員に含むグループ」の場合は、その構成員

	氏名
	住所
	団体や企業等に所属
する場合は、その名称
	グループ内
での役割
	水産業者は「○」

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


	資格要件に係る証明
本企画書に係る事業主体は、茨城県養殖参入支援事業実施要領第２の２に定める事業主体の資格要件をすべて満たしていることを証します。
本証明に事実との相違があることが明らかになった場合は、茨城県の指示に従い、速やかに補助金の返還等に応じます。
令和　　年　　月　　日
代表者氏名　　　　　　　　　　　印又はサイン


※事業主体が法人の場合は、直近1年間の業務及び財務状況がわかる資料を添付すること。

様式第２号
水　振　第　　号　

令和　年　月　日　

　　　　　　　　　　　　殿

茨城県知事　　　　　　　　

令和５年度茨城県養殖参入支援事業審査結果通知書

　　　先に提出のありました標記事業については、審査の結果、補助対象者として（採用／不採用）となりましたので通知します。
　　　（採用の場合）ついては、　　　円の補助金の交付を内示するので、令和５年度茨城県養殖参入支援事業補助金交付要項第３条に基づき補助金交付申請書を令和　年　月　日までに提出してください。　　
様式第３号

第　　　　　　号　

令和　年　月　日　

　茨城県知事　　　　　　殿

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　所 在 地

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　団 体 名

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　代表者名　　　　　　　　　　　　　

令和５年度茨城県養殖参入支援事業交付決定前着手届
令和　年　月　日付け水振第　号で審査結果通知があった事業について、茨城県養殖参入支援事業実施要領第３の４の（２）の規定に基づき、下記のとおり事前着手を届け出ます。
　なお、茨城県養殖参入支援事業実施要領第３の４の（２）に基づき、交付決定までのあらゆる損失等は自らの責任とすることを了知の上で行うものとします。
記
１　事前着手の理由
２　着手（予定日）年月日　　　　　　　令和　　年　　月　　日
（様式第４号）

令和　年　月　日
茨城県知事　殿
茨城県養殖参入支援事業変更企画書
１　事業主体等の概要について　　　　※変更箇所について朱書き見え消しで記入すること
	事業主体名
	

	所在地
	〒　　　－　　　　　　　　　　　　　

茨城県○○○○　　

	代表者職氏名
	

	担当者職氏名
	

	連絡先
	電話番号：
メールアドレス：

	現在の職業
又は事業内容
	
	
	

	資本金
	円
	従業員数
	人

	補助対象の
区分
	（１）県内水産業者
□漁業者　□養殖業者　□水産加工業者　□仲買人　□その他（　　　）
（２）□県内水産業者を構成員に含むグループ

（３）水産業協同組合法第２条に掲げる水産業協同組合

　　　□漁業協同組合　□水産加工業協同組合　□その他（　　　）
（４）□県内水産業者と連携して新たに養殖に取り組む企業・法人等
→ 連携水産業者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
連携する取組：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業の区分
	※該当するものに✓をいれる
□（１）これまで養殖事業を行っていなかった者が新たに実施する養殖事業
□（２）既存養殖事業者が新魚種で行う養殖事業
□（３）既存養殖事業者が既に営む養殖事業の魚種を変えずに規模を拡大する事業
□（４）商品価格の向上等を目指した蓄養事業
□（５）霞ヶ浦北浦において、テナガエビの養殖技術開発を行う事業

□（６）その他、県内における養殖事業の振興に資すると認められる事業。

	養殖・蓄養
魚種名
	

	養殖・蓄養
予定地
	※事業を実施する場所（海域、住所等）を記載


	事業費
	円
	補助金の額
	円


※事業主体が変更となる場合は様式第１号付表を添付
２　事業について
（１）事業概要
※事業の内容（目的、方法、水槽容量（トン数）等）を簡潔に記載
（２）養殖・蓄養魚種
（３）ＩＣＴの活用について
　※活用の見込みがある場合は記載
（４）実施体制図

（５）養殖・蓄養を実施する場所
※確保済み、確保予定、未定が分かるように記載
※確保予定、未定の場合は、いつまでに・どうやって確保するのか、見通しを記載
（６）事業計画

※施設整備の時期、種苗投入時期等を具体的に記載。種苗投入時期が２年度目以後となる場合は、２年度目の投入時期を明記。
※必要に応じて事業計画を補助的に説明する別紙を添付
	１年度目
	４月
	

	
	５月
	

	
	６月
	

	
	７月
	

	
	８月
	

	
	９月
	

	
	10月
	

	
	11月
	

	
	12月
	

	
	１月
	

	
	２月
	

	
	３月
	

	２年度目
	

	３年度目
	

	４年度目
	

	５年度目
	


（７）事業費等　※項目等は必要に応じて適宜追加すること
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（単位：千円）

	
	事業費
	補助額
	自己負担額

	①養殖施設費
	
	
	

	　・建屋
	
	
	

	　・水槽、配管
	
	
	

	　・ポンプ
	
	
	

	　・水温調整機器
	
	
	

	　・ブロワー
	
	
	

	　・その他施設の整備、修繕
	
	
	

	②備品・消耗品費
	
	
	

	　・人工海水
	
	
	

	　・養殖資材、用具
	
	
	

	　・関連機器
	
	
	

	③種苗購入・確保費
	
	
	

	　・種苗購入費
	
	
	

	　・種苗運搬費
	
	
	

	　・傭船料、燃料費
	
	
	

	　・漁具の購入・修繕
	
	
	

	④養殖運営費
	
	
	

	　・光熱水費
	
	
	

	　・餌料費
	
	
	

	計
	
	
	


（８）自己負担の調達方法　
※該当するものに✓をいれる。補助金については事業名を明記
□自己資金　　　□借入　　　□補助金（　　　　　）　　□その他（　　　　　）
（９）養殖に係る収支計画　　　　　　　　　　　
	　　
	１年度目
	２年度目
	３年度目
	４年度目
	５年度目

	種苗導入数量（尾，ｋｇ）
	
	
	
	
	

	出荷量（kg）　 　（Ａ）
	
	
	
	
	

	単価（千円／kg） （Ｂ）
	
	
	
	
	

	出荷額（千円）   （Ｃ）（＝（Ａ）×（Ｂ））
	
	
	
	
	

	事業経費（千円） （Ｄ）
※補助対象経費以外も記載
	
	
	
	
	

	収支（千円）　　 （Ｅ）（＝（Ｃ）－（Ｄ））
	
	
	
	
	


（10）地域振興や産業の活性化の可能性
　※可能性がある場合は記載
（様式第５号）

令和 年　月　日
茨城県知事　殿
茨城県養殖参入支援事業成果報告書
１　事業主体等の概要について　※枠の大きさ等は適宜調整
	事業主体名
	

	所在地
	〒　　　－　　　　　　　　　　　　　

茨城県○○○○　　

	代表者職氏名
	

	担当者職氏名
	

	連絡先
	電話番号：
メールアドレス：

	現在の職業
又は事業内容
	

	資本金
	円
	従業員数
	人

	補助対象の区分
	（１）県内水産業者
□漁業者　□養殖業者　□水産加工業者　□仲買人　□その他（　　　）
（２）□県内水産業者を構成員に含むグループ

（３）水産業協同組合法第２条に掲げる水産業協同組合

　　　□漁業協同組合　□水産加工業協同組合　□その他（　　　）
（４）□県内水産業者と連携して新たに養殖に取り組む企業・法人等
→ 連携水産業者：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　 
連携する取組：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　

	事業の区分
	※該当するものに✓をいれる
□（１）これまで養殖事業を行っていなかった者が新たに実施する養殖事業
□（２）既存養殖事業者が新魚種で行う養殖事業
□（３）既存養殖事業者が既に営む養殖事業の魚種を変えずに規模を拡大する事業
□（４）商品価格の向上等を目指した蓄養事業
□（５）霞ヶ浦北浦において、テナガエビの養殖技術開発を行う事業

□（６）その他、県内における養殖事業の振興に資すると認められる事業。

	養殖・蓄養
魚種名
	

	養殖・蓄養
予定地
	※事業を実施した場所（海域、住所等）を記載


	事業費
	円
	補助金の額
	円


２　事業の実績について
（１）事業概要 ※事業の内容（目的、方法、水槽容量（トン数）等）を簡潔に記載
（２）養殖・蓄養魚種
（３）ＩＣＴの活用実績について ※活用した場合は記載
（４）実施体制図

（５）養殖・蓄養を実施した場所　※写真等を添付
（６）事業実施状況 ※必要に応じて事業計画を補助的に説明する別紙を添付
	４月
	

	５月
	

	６月
	

	７月
	

	８月
	

	９月
	

	10月
	

	11月
	

	12月
	

	１月
	

	２月
	

	３月
	


（７）事業成果
	　　
	年度目

	種苗導入数量（尾，ｋｇ）
	

	出荷量（kg）　 　（Ａ）
	

	単価（千円／kg） （Ｂ）
	

	出荷額（千円）   （Ｃ）（＝（Ａ）×（Ｂ））
	

	事業経費（千円） （Ｄ）
※補助対象経費以外も記載
	

	収支（千円）　　 （Ｅ）（＝（Ｃ）－（Ｄ））
	


（８）地域振興や産業の活性化について
　※実績がある場合は記載
（９）課題等
※課題等がある場合は対応策と併せて記載
（10）今後の取組予定
※複数の団体や県内水産業者と連携して事業を実施する場合は実施体制及び役割を記入











※複数の団体や県内水産業者と連携して事業を実施する場合は実施体制及び役割を記入











※複数の団体や県内水産業者と連携して事業を実施した場合は実施体制及び役割を記入








